
 

 

平成 23 年度概算要求における科学・技術関係施策の優先度判定（基礎研究）（継続） 

優先度 

判定 
施策名・所管 

概算要求 

・要望額 

（百万円） 

施策の概要 

（目標、達成期限） 
コメント 

優先度判定の理由 

（改善・見直し指摘） 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

 

 

最先端研究開発戦略的強

化費補助金 （継続） 

≪施策番号：24135≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

文部科学省 

内閣府 

18,000 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

40,000 

【目標】 

・国際水準の研究拠点の整備を

加速させ、国際的な研究拠点を

構築 

・国内外の若手研究者を惹きつ

け、切磋琢磨する研究環境の構

築により、「頭脳循環」の実現に

よる研究開発力の強化を図る。

 

【達成期限】 

平成24年度 

 

【概要】 

・頭脳循環の実現による研究開

発力の強化を図るために必要な

設備の設計・開発・整備等を行

う。また、最先端研究開発支援

プログラムの公開活動を支援す

る。 

・実施期間：平成22年度～ 

【有識者議員コメント】 

○他の大型プロジェクトとの重複が目立つ。評価の指標とな

る目標設定を明確化すること 

○最先端研究設備の整備とともに国際頭脳循環の強化 

 

【若手意見】 

○国内外の若手研究者を惹きつける研究環境整備は重要で

あるが、それがどこに存在するかも重要である。ポテンシャ

ルをもつ地方大学等の強化を優先し、将来的に優秀な研究者

が国内各所に存在し、それらが競争する環境を構築すること

で、国際競争力の強化にもつながるものと考えられる。 

 

【パブコメ】 

○国内外の優秀な研究者が集約して異分野融合により新た

な研究分野を切り開くための拠点形成には必須である。 

○戦略的な先端研究開発を是非とも国家規模で行っていか

なくてはならない。 

○一時的な補助金支援ではなく、その後の運用や活用への支

援は最先端研究の継続的な展開と人材育成にとって重要。

 

【原案】 

○本事業の目的は「頭脳循環」であるが、事業の内容は設備の

整備に重点が置かれている。設備整備がどのように「頭脳循環」

に結びつくか明確にすべきである。 

○このような大型施設への支援では、選定基準の透明性をより

一層向上させることが必要である。 

○設備整備だけでなく、若手研究者などを惹きつけるソフト面

の目標と施策を明らかにして、同時に行うべきである。 

○文部科学省においては、本施策と他の施設整備事業との会計

を十分に整理した上で、文部科学省全体としての総合的な戦略

の確立が必要である。 

○国際的な研究拠点の構築は、我が国の研究開発・人材育成に

おける国際競争力を強化する上で重要な施策であるので、上記

の指摘を十分に踏まえながら、本施策は着実・効率的に進める

べきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：本庶佑議員、副担当：相澤益男議員≫ 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

 

 

世界トップレベル研究拠

点プログラム（ＷＰＩ）［競

争的資金］（継続） 

 

≪施策番号：24136≫ 

≪昨年度：優先≫ 

 

文部科学省 

 

8,218 

（平成 22 年

度採択1拠点

の事業の平

年化等によ

る増） 

うち 

要望額 

   0 

 

前年度 

予算額 

7,109 

【目標】 

世界の第一線の研究者が結集す

る優れた研究環境と高い研究水

準を誇る世界トップレベル研究

拠点の形成を推進するため、グ

ローバルスタンダードに相応し

い先進的なシステム改革等に取

り組む大学等の拠点構想に集中

的な支援を行う。これにより、

基礎研究水準の高度化を図り、

イノベーション創出による我が

国の成長力強化に資する。 

 

【達成期限】 

2020年時点で約200人のトップ

レベル研究者を確保 

 

【概要】 

・システム改革等の導入などを

【有識者議員コメント】 

○中間評価をきちんとやることが必要である。 

○外国人のＰＩの数が大切である。 

○異分野融合の進行状況を確認することが必要である。 

○異分野融合こそが重要であり、拠点長となる世界トップの

リーダー自らの専門分野だけでなく、もっと広がりが必要で

ある。どのような変化が起こっているかを十分に把握してお

く必要がある。 

○全学的な協力体制を積極的に評価すべきである。 

○厳正な中間評価に基づき、場合によっては大きな改革を実

施することも視野に入れるべきである。 

○システム改革としては、うまくいっている。 

 

【外部専門家コメント】 

○厳正な評価が今後のプログラム運用に大きな影響を与え

ることを留意されたい。 

○拠点をある程度特区として運用し得る社会的環境整備に

注力されたい。 

○結集したことによる成果が上がっているかどうか、中間評

【原案】 

○世界トップレベルの研究者を集め、新しい融合領域を創出す

ることは、学術の発展に不可欠であり、専門分野ごとに行われ

がちな我が国の研究活動に大きなインパクトを与えるものと評

価できる。 

○したがって、中間評価においては、異分野融合の状況、シス

テム改革の進捗を十分に踏まえること。 

○大学全体としてＷＰＩを支援することが成功のための鍵であ

り、その状況を把握すること。 

○大学院生やポスドクを集めるのでなく、外国人を含めて優れ

たＰＩを集めることが重要である。 

○本事業は競争的資金制度である。研究者等が効果的に活用で

きるよう、アクション・プランに沿って、使用に関わる各種ル

ールの統一化及び簡素化・合理化に取り組むことが必要である。

○以上を踏まえ、本施策を優先して実施すべきである。 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：本庶佑議員、副担当：相澤益男議員≫ 



 

 

促すことにより、世界第一線の

研究者が結集する、優れた研究

環境と高い研究水準を誇る「目

に見える拠点」の形成を目指す。

・平成23年度は、既存5拠点に

ついて中間評価を行い、事業の

進捗が計画通りとなっているか

どうかを確認し、計画の変更や

事業の中止等を含め、必要な見

直しを行う。 

・実施期間：平成19年度～ 

価で判断すべきである。 

○現状は分かるが、評価できるアウトプットがあらわれるの

は１０年後であると感じる。 

≪外部専門家4名 うち若手2名≫

【若手意見】 

○WPI は今までの大学・大学院の枠組みでは不可能だった

開放的な研究組織をつくることで、新しい研究を創発してい

く可能性がある試みだと考える。より多くの拠点を整備する

とともに、近い領域同士では拠点間の交流を行うことで、日

本の研究レベルをさらに高くできると考える。 

 

【パブコメ】 

○世界トップの研究拠点を構築する、という目的が明確。

往々にして文科省のプログラムは幅広くカバーしようとす

るので、教育、研究、社会貢献、とか広がる傾向にあるが、

研究にフォーカスしておりミッションが明確。現実に、拠点

形成が順調に進んでいる。 

○管理運営は旧来のボトムアップではなく、拠点長のトップ

ダウンの意思決定でなされ、迅速な組織改革がなされてきつ

つある。新しい大学や研究所のモデルとして成功させ、波及

させることが重要である。 

○現在の制度では、日本人 PI の研究グループに対する研究

予算の割り当ては極めて少なく、外部資金の取得が義務づけ

られていると聞く。これでは長期的な研究を必要とするきわ

めて困難なプロジェクトを実施することは難しい。 

○これらの拠点を核にした新しい分野の研究機関や機構が

生まれるのも促進すべきである。 

○本プログラムの選考過程と実施態様が，我が国の競争力の

向上させる目的に十分に沿っているかを検証した上で，一段

の充実が必要． 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

 

 

アルマ計画の推進（継続） 

≪施策番号：24137≫ 

≪昨年度：着実≫ 

 

文部科学省 

自然科学研究機構 

1,054 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

4,242 

【目標】 

アルマ計画は、チリのアタカマ

高地(標高5,000ｍ)に 66台のア

ンテナを建設し、これまでにな

い世界最高性能の高解像度、高

感度、高分解能を有する１つの

巨大な電波望遠鏡として機能さ

せる日米欧の国際協力プロジェ

クト。①太陽系外惑星とその形

成の解明、②銀河形成と諸天体

の歴史の解明、③膨張宇宙史と

宇宙物質進化の解明に資するこ

とを科学目標とする。 

 

【達成期限】 

平成 24 年度の本格運用後、約

【有識者議員コメント】 

○他分野への波及とコミュニティ連携に一層の努力を望む。

運営費の効率化も大切。 

○運営費についての予算内容と将来計画を示すべき。関連分

野との連携、産業分野への展開についての取組を明示すべ

き。 

○これだけの投資をするからには、装置等の利活用について

ユーザーと需要をうまくくみ上げる体制の整備が急務。 

 

【外部専門家コメント】 

○効率的な運用、日本独自のサイエンスを生み出す運用によ

り工夫が必要である。 

○電波天文学も含めた広い研究者コミュニティへの支援、基

盤提供についても、高い視点からの配慮、具体策の実施が望

まれる。 

○国際共同計画の中での優位性維持のためには確実な分担

【原案】 

○日本側の努力がアルマ計画をリードしていることや、運用

費・分担割合を国民に理解させる努力が必要である。また、評

議会の中における日本の発言力の確保に努めるべきである。 

○大きなプロジェクトであるので、他の天文分野や化学など他

分野の研究にも貢献を期待する。 

○体制が確立されており、さらにその中で我が国がリーダシッ

プを発揮している点が評価できる。 

○以上を踏まえ、本施策は優先的に進めるべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：本庶佑議員、副担当：相澤益男議員≫ 



 

 

30 年以内 

 

【概要】 

建設期間は平成16～23年度で、

平成 24 年度より本格運用を開

始予定。30年程度の運用を予定。

建設費は総額で 251 億円（負担

割合は 16%）、平成 23 年度の要

求額は約11億円。 

運用経費は本格運用開始後は年

間約30億円（負担割合は25％）。

平成 23 年度は部分運用のため

要求額は19億円。 

平成 23 年度は受信機の一部を

除きすべての装置の製造を完

了。部分運用を継続し初期科学

的成果を生み出す。 

 

・実施期間：平成16年度～平成

23年度（一部平成25年度） 

分の実行（予算、技術、人、サイエンスの全て）が必須で、

優先度は極めて高い。 

○国際的な協調も順調である。 

○国際協力の中、日本の優位性、頭脳流動をよりいっそう発

展させる方策を望む。 

○日本の財産としての明確さがほしい。 

○最高分解能を達成し、それに基づきサイエンスの結果を出

し続け、国民に還元してほしい。 

≪外部専門家６名 うち若手２名≫

 

【パブコメ】 

○単に望遠鏡や装置などのハードに予算を出すだけではな

く、アルマ計画・天文学研究を推進する若手研究者の養成、

関連する大学や研究教育機関の支援も視野に入れた予算措

置をすべき。 

○国際協同企画として立ち上がったＡＬＭＡ計画。光学望遠

鏡の限界を超えたさまざまな研究を行える素晴らしい施設

だと思う。なんとしても、他の国と歩調を合わせて予定通り

の建設を進めていただきたい。 

○日米欧の国際協力で進められた事業であり、運用が始まる

直前までたどり着いている。一層の推進を図り、人類共有の

資産というべき宇宙に対する知的財産の蓄積をすすめてほ

しい。 

【原案】 

優先 

 

【最終】 

優先 

 

 

Ｂファクトリー加速器の

高度化による新しい物理

法則の探求（継続） 

≪施策番号：24138≫ 

≪昨年度：－≫ 

 

文部科学省 

高エネルギー加速器研究

機構 

5,112 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

7,500 

【目標】 

世界一のビーム強度を誇り、

2008年の小林・益川両氏のノー

ベル賞受賞を決定づけた高エネ

ルギー加速器研究機構の電子・

陽電子衝突型加速器（ＫＥＫＢ）

を高度化することにより、ビッ

グバン直後の宇宙初期にしか起

こらなかった極めて稀な現象を

多数再現し、新しい物理法則を

発見･解明するとともに、宇宙か

ら反物質が消え去った理由など

の解明を目指す。 

 

【概要】 

現在のＫＥＫＢ及び粒子測定器

の高度化を平成 26 年度までに

行い、加速器の衝突性能（ルミ

ノシティ）を現行の40倍に向上

させる。その後、5 年間程度の

本格運転によって現有の 50 倍

のデータを蓄積し、大量のデー

タによる精密測定から新しい物

【有識者議員コメント】 

○他分野との連携と交流波及効果を示すことが必要。 

○「加速器の高度化」を事業名にすることは避け、科学的目

標を主題として、研究としてのグランドデザインを明確にし

て進めるべき。 

○国際協調体制について先進的との印象。 

 

【外部専門家コメント】 

○さらに世界的な成果をあげられることを望む。 

○目的・実施体制とも非常に的確に設定され、また実行され

ている。適切な予算配分により、最先端科学の進展、技術供

与、民間への貢献、人材育成がはかられると考えられる。

○これまであった国家的なbig projectの touch up により、

高度化して新たなサイエンスに取り組むという仕組みづく

りについては、このような要求が今後のよい例になるのでは

ないか。 

○国際的に特出した施設で、世界の拠点となる。若手研究者

が多いことも好ましい。小林・益川のノーベル賞との係りは

研究成果と今後のユニークな研究目標のオリジナリティを

示している。 

○世界最高の精密測定を達成し、電子陽電子衝突実験の世界

の拠点となってほしい。 

≪外部専門家６名 うち若手２名≫

【原案】 

○国内外に開かれた国際頭脳循環の核となる研究拠点として、

その体制整備や、運営体制の整備に努めること。 

○特に、施設や設備の整備だけでなく、実験研究の内容や人材

育成などソフト面から、長期的に我が国の役割をデザインする

必要がある。 

○施設に係る運営費が年間約70億円と多額になることが見込ま

れていることから、今後の運用期間や所要経費を明確にするこ

と。またあわせて国際協力を含め、効率化を図り、運営費の削

減を図ること。 

○一昨年のノーベル賞受賞に関連した施設で、科学技術・学術

的意義の高い計画であり、安定的な運用環境を確保するべきで

ある。 

○以上を踏まえ、本施策は優先的に進めるべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：本庶佑議員、副担当：相澤益男議員≫ 



 

 

理法則の発見、解明を行う。 

平成 23 年度～26 年度までに必

要な施設整備費用は約 240 億

円。 

平成 23 年度中に以下を実施す

る。（約51億円） 

・電子リング及び陽電子リング

改造のためのビームパイプ及び

電磁石等の製作並びに高周波シ

ステムの増強を行う。 

・衝突点でビームをナノサイズ

に絞り込むための超伝導電磁石

の設計・製作を行う。 

・陽電子低エミッタンス入射シ

ステム用の加速空洞の開発及び

電磁石等の製作を行うとともに

トンネル建設に着手する。 

・低エミッタンス新型電子銃お

よび陽電子源増強のための開発

を行う。 

 

・実施期間：平成22年度～平成

26年度 

 

【若手意見】 

○現在の基礎理論は、暗黒物質の存在など、未解決の大きな

問題を抱えており、これらを解決した完全な理論の構築を目

指す本研究計画の学術的意義は極めて大きい。また、基礎理

論が技術開発の礎になることを思えば、我が国の長期的発展

のためにも重要であり、本計画は、計画規模を縮小すること

なく、速やかに遂行すべきである。 

 

【パブコメ】 

○ＫＥＫＢの高度化は、単なる現行の継続ではなく、質的に

より基本的な自然法則の解明を目指すものであり、それを可

能とする為の加速器を構築する事は自然科学／技術全般へ

の寄与との観点からも極めて意義深いものと思われる。 

○すみやかで着実な実施を求めたい。同時に、進行状況など

透明性のある評価とその公開を望む。 

○素粒子物理学の分野では、日本の高エネルギー実験は世界

の最先端の成果を上げており、高エネルギー加速器研究機構

(KEK)は、ヨーロッパのCERN、米国のFermilabとともに、世

界３大研究拠点のひとつとして、分野をリードすることが期

待されている。Bファクトリー高度化計画は、現行のBファ

クトリーの性能を 40倍向上させることにより、CERNで進行

中のLHC実験と相補的な方法で新しい自然法則の解明を目指

すもので、その学術的意義は非常に大きい。強力に推進すべ

き。 

【原案】 

着実 

 

【最終】 

着実 

 

 

ＲＩビームファクトリー

計画の推進（継続） 

≪施策番号：24140≫ 

≪昨年度：着実≫ 

 

文部科学省 

理化学研究所 

3,660 

 

うち 

要望額 

0 

 

前年度 

予算額 

3,593 

【目標】 

世界最大強度の RI ビームを誇

る次世代重イオン加速器｢RIBF｣

を整備・運用し、新たな原子核

モデルの構築や元素起源の解明

など根源的な研究を推進すると

ともに、RI利用技術を拡大し、

がん治療などの医療や新材料開

発など新産業の創出に貢献す

る。 

 

【概要】 

平成23年度は、多種粒子測定装

置の整備、次世代ガンマ線検出

器の開発着手、加速器運転に基

づく実験研究を実施する。また

運転経費として 5.1 ｹ月運転で

約26億円を要求。 

施設設備については、平成 9 年

度～22年度までに427億円投入

しており、平成23年度は、6億

【有識者議員コメント】 

○狭い分野にこもらないで広い視点で物理学全体の振興の

中に位置付けたロードマップが必要。 

○超年度にまたがる研究のグランドデザイン（研究対象、研

究目標）が必要であり、それにもとづいた年度展開を実行す

べき。なお設備稼働率を上げる運営の工夫が必要である。

○予算の不足のため装置が５／８の時間しか使えないとい

うのは驚き。 

 

【外部専門家コメント】 

○日本発のユニークな研究を確実に遂行していただきたい。

○元素の起源について基本的な理解ができていない。宇宙、

原子核物理等との連携が欠けている。核図表作りが目的とな

っている。 

○全体計画における年次計画の位置付けがあまり明確でな

い。特にH20年度の巨額の補正予算、施設整備の最終年度（平

成 24 年度）にきわめて巨額予算が想定されているが、これ

で計画が遂行できるのかどうか疑問が持たれる。 

○装置の運用計画をより明瞭に。装置をつくるところに重点

がおかれている。 

○国際協力、国際共同研究を拡げるべき。アジアの研究拠点、

【原案】 

○諸外国との競争だけでなく、国際的な協力協調も視野に入れ

て、10年先の研究目標及びロードマップを作成することが必要。 

○物理学全体の中での位置付けや他のビームとの役割分担を考

え、物理学の発展にどう寄与するか明確にする必要がある。ま

たそれを国民に広く周知するべきである。 

○特に、施設や設備の整備だけでなく、実験研究の内容や人材

育成などソフト面から、長期的に我が国の役割をデザインする

必要がある。 

○海外ユーザーを受け入れ、国際拠点化、頭脳循環のハブとし

ての役割を果たすことが必要。 

○必要な運転経費の確保を図るとともに、運営上の工夫を行い、

稼動時間数の増加を図ること。 

○以上を踏まえ、本施策は着実・効率的に進めるべきである。 

 

【最終決定】 

原案のとおり 

 

≪主担当：本庶佑議員、副担当：相澤益男議員≫ 



 

 

6 千万円、平成24年度は17億 8

千万円を投入予定。 

 

・実施期間：平成9年度～ 

頭脳流動の中心になぜなれないのか。目指すべきである。研

究のゴール、外国が追いつく10年後での成果が不明瞭。 

○どこまで達成できるのか、国際競争についてどの程度優位

に立てるのか、を明確にしてほしい。 

≪外部専門家６名 うち若手２名≫

【パブコメ】 

○アメリカならびにドイツにおいても、2010年代半ばを目標

に同等以上の性能を持つ施設の建設が進められており、アメ

リカ・ドイツの両施設稼働後においても、RIBFのみが実現可

能な 10 年 20 年後の世界最先端の研究目標を定めた上で、

RIBF計画を推進すべき。 

○RIビームファクトリーは、世界に誇る研究施設である。多

様な物質を作る為に、豊富な原子核を生成できる研究施設で

ある。すでに世界初の原子核を生成しており、その成果は大

変有望である。長期的視野で支援すべきである。ただし研究

成果の社会還元にも留意すること。 

○不安定原子核（RI）の加速器施設は、世界で激しい競争が

ある。その中で、理研のRIBFはいち早く完成し、今後10年

は世界一の施設として分野のトップを走ることが期待され

ている。装置開発を行うとともに、十分な運転時間を確保し、

研究成果を出し続けていくことが必須。 

○特に現在では資金などの問題で、上記の加速器、実験設備

を稼動することが出来るのが、年間で約5ケ月ほどとなって

しまっているので、稼動時間の延長についても推進してほし

い。 

 
 


